
 

 

 

 



 

 

生活機能向上連携加算の見直し 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 

基本報酬の見直し 

令和 3年 4月から 9 月末までの間、基本報酬に 0.1%上乗せする  



その他（総合事業に係る注意事項等） 

【事業対象者について】 

・「要支援１」に相当する方で、訪問型サービス等が迅速に必要な方が受けるものであり、要支援

より軽度の方まで対象にすることは想定していません。 

【緩和型サービスの提供回数について】 

・「月〇回まで」とあるのは５週目に対応することが主な目的であり、回数が「余っているから」等の

理由で利用することは、必要以上のサービスを行うことにもなり、介護保険の目的の一つである

「自立支援」に沿うものではありません。 

【短時間型通所サービスのサービス提供時間について】 

・「半日程度」とはサービス提供時間として３時間程度を想定しており、２時間半を下回った場合は

算定できません。 

【令和３年４月からのサービスコード表・単位数表マスタについて】 

・令和３年４月中に掲載予定です。 



【別添資料１】 介護予防・日常生活支援総合事業の補助事業（B型・D型）の対象者の見直しについて①

○ 令和３（2021）年４月より、介護予防・日常生活支援総合事業における、住民主体のサービスを実
施しているボランティア団体等に対する補助事業（B型・D型）について、要支援者等に加えて、介護
給付を受ける前から継続的に利用する要介護者（継続利用要介護者）の方々も対象となります。
○ これにより、住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等が、市町村による運営費全体
の補助を受けやすくなるなど、継続利用要介護者の方々のご希望を踏まえて、地域とのつながりを継
続することを可能とするための見直しです。

【現在】
・総合事業の対象者は「要支援者」「基本チェックリスト該当
者」とされています。
・総合事業で、住民主体のサービスを実施しているボランティ
ア団体等に対して運営費全体を補助するためには、「要支援
者」「基本チェックリスト該当者」が利用者全体の過半数で
ある必要などがあります。

≪住民主体のサービスへの補助の例≫

見直しの内容

要支援の方々 要支援の方 要介護の方々

要支援の方が全体の
過半数なので運営費
全体が補助される
（5/9⇒100％補助）

５名⇒全体の過半数
↓
４名

要支援の方々 継続利用
要介護者

要介護の方々

要支援の方が全体の
半数未満なので、
運営費は利用者数の
按分で補助
（4/9⇒約40％補助）↓

４名 ５名

要支援の方々 要介護の方々

見直し後は、継続利
用要介護者も事業の
対象者として、補助
の対象にカウントで
きる
（5/9⇒100％補助）５名⇒全体の過半数

↓
４名

継続利用
要介護者

令和３年４月～

【令和３年４月以降】
・令和３年４月からの見直しにより、総合事業の補助を受けて
実施されている住民主体のサービスを、介護給付を受ける前か
ら継続的に利用する要介護者（継続利用要介護者）も、総合事
業の対象者となります。
・これにより、按分の方法により補助額を決定している市町村
においては、「継続利用要介護者」の方々も含めて利用者全体
の過半数であるかを見ることになるため、住民主体のサービス
を実施しているボランティア団体等が、市町村による運営費全
体の補助を受けやすくなります。
・これは、継続利用要介護者の方々のご希望を踏まえて、地域
とのつながりを継続することを可能とするための見直しです。

※あくまで例ですので、補助の方法は自治体により異なることがあります。

現在
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介護予防・日常生活支援総合事業の補助事業（B型・D型）の対象者の見直しについて②

見直しに関するQ＆A

Q１ 総合事業の補助事業とは何ですか?

A１ ボランティアの方々など、住民主体の生活支援等の活動
に対し、要支援者等に対するサービス提供を条件として、
その運営費等を補助する事業（訪問型サービス(B)や通所
型サービス(B)、訪問型サービスD（移動支援）など）で
す。

Q２ 要介護者が、総合事業の補助を受けて実施されている
住民主体のサービスを利用すると、訪問介護や通所介護
などの介護給付を受けることができなくなってしまうの
ですか?

A２ 総合事業の補助を受けて実施されている住民主体の
サービスの利用によって、介護給付を受けることができ
なくなることはありません。

Q３ 介護給付を受けている要介護者ですが、現在でも、総合
事業の補助を受けて実施されている住民主体のサービスを
利用しています。令和３年４月の見直しにより、何か変わ
りますか?

A３ 今回の見直しの対象は、介護給付を受ける前から継続的
に利用する要介護者（継続利用要介護者）の方々です。
要支援等からの継続的な利用ではなく、介護給付を受

けている要介護者の方で既に利用している方は、令和３年
４月の見直し以降も、特に変わることはありません。

Q４ 総合事業の補助を受けて実施されている住民主体の
サービスをこれまで利用したことのない要介護者も利用
できますか?

A４ 住民主体のサービスは自主的に実施されているもので
すから、今回の見直しに関わらず、利用の可否について
はそのボランティア団体等と利用者の間で決定されます。
なお、按分の方法により補助額を決定している市町村

においては、継続利用要介護者の方々も含めて利用者全
体の過半数であるかを見て、ボランティア団体等に対し、
運営費全体を補助するかどうかを決めることになります。

Q５ 令和３年４月以降、総合事業の補助を受けて実施されて
いる住民主体のサービスを利用する継続利用要介護者への
ケアマネジメントはどのようになりますか?

A５ 今回の見直しの対象である継続利用要介護者の方々は、
介護給付を受けながら、総合事業の補助を受けて実施され
ている住民主体のサービスの利用を希望される方々です。
介護給付を受けているため、居宅介護支援事業者のケア

マネジャーがケアマネジメントを行います。

Q６ 継続利用であれば、介護給付を受けるようになっても、
総合事業の補助を受けて実施されている住民主体のサー
ビスを必ず利用できるということですか?

A６ 要支援から要介護に介護度が上がったことにより、団
体が対応できなくなる可能性もあります。また、団体の
判断に加えて、ご本人の希望に基づき、ケアマネジャー
がケアマネジメントの中で利用の適切性を判断し、助言
を行います。
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継続利用要介護者が住民主体のサービスを利用する際の留意事項（ポイント）について①

○ 介護予防・日常生活支援総合事業の補助を受けて、住民主体のサービスを実施しているボランティ
ア団体等の取組事例を踏まえ、以下の内容について、総合事業のガイドラインに盛り込むことを予定
しています。
○ とりわけ、ケアマネジャー等は、継続利用要介護者の方々に対し、介護給付を受けながら、引き続
き住民主体のサービスを利用できる旨を説明するなど、必ず対応いただきたい内容【★印】もありま
すが、その他についても対応いただくことが望ましい内容です。

▼ 市町村は、住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等に対して、必要な研修の機会を提供する
など、要介護者が安心してサービスを継続するための環境づくりを行う。
（例）認知症サポーター養成研修やボランティア養成講座の開催 等

▼ 市町村や生活支援コーディネーターは、ケアマネジャー等が住民主体のサービスの活動情報を把握できるよ
う、説明会や広報等の普及啓発を行う。ケアマネジャーも、必要な活動情報の収集に努める。

▼ 市町村や地域包括支援センターは、緊急時や状態変化時、⾧期欠席など利用状況の変化時の対応について、
フローチャートやマニュアル等を作成し、住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等に周知する。
【★】

▼ 住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等は、フローチャート等を参照しながら、要介護者ご
とに緊急時等の連絡・相談先（※）を整理する。ケアマネジャーは、担当する要介護者に係る相談先等が整理
されていることを確認する。【★】
（※）家族、ケアマネジャー、地域包括支援センター 等

▼ 住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等は、要介護者への支援方法に不安がある場合の対応
等について、事前にケアマネジャーや地域包括支援センター等に相談する。

１ サービスの実施に向けての準備
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▼ ケアマネジャーは、担当する要介護者が住民主体のサービスの継続利用を検討している場合には、住民主体
のサービスを実施しているボランティア団体等に対して、提供できるサービスの内容について確認する。
あわせて、要介護者に対して、
① 介護給付を受けながら、引き続き住民主体のサービスを利用できること
② 住民主体のサービスが提供できる内容

について説明した上で、改めて意向を確認する。【★】

▼ ケアマネジャーは、要介護者の継続利用の意向とアセスメント結果に基づき、ケアプランの原案に住民主体
のサービスを位置付ける。【★】

▼ 保健師やリハビリ専門職等は、必要に応じて要介護者を担当するケアマネジャーのアセスメントに同行し、
介護給付や住民主体のサービスの適切な選択・利用に向けての助言を行う。

▼ サービスを実施しているボランティア団体等は、必要に応じてサービス担当者会議に参加し、必要な情報を
提供する。

２ ケアマネジメントの実施

継続利用要介護者が住民主体のサービスを利用する際の留意事項（ポイント）について②

▼ 地域包括支援センターは、介護給付や住民主体のサービスの適切な選択・利用に向けて、要介護者を担当す
るケアマネジャーのアセスメントに同行するほか、サービス担当者会議に参加する。

▼ 市町村や地域包括支援センターは、多職種で構成される地域ケア会議において、必要な支援方策の検討を行
う。

▼ 地域包括支援センターや生活支援コーディネーターは、ケアマネジャーやサービスを実施しているボラン
ティア団体等との定期的な情報共有や連携方法の確認を通じて、必要な支援方策の検討を行う。

３ 地域包括センターによる支援
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継続利用要介護者が住民主体のサービスを利用する際の留意事項（ポイント）について③

▼ サービスを実施しているボランティア団体等は、緊急時や状態変化時、⾧期欠席など利用状況の変化時にお
いて、事前に要介護者ごとに整理した連絡・相談先を用いて対応する。【★】

▼ ケアマネジャーは、モニタリングを通じて要介護者の状態変化等に留意する。【★】

▼ ケアマネジャーは、要介護者に状態変化が見られる場合には、改めてアセスメントを行い、要介護者の意向
を十分に踏まえた上で、必要な対応（※）を行う。【★】
（※）住民主体のサービスの利用に関する助言、介護給付の内容の見直し 等

４ 利用者の状態変化等への対応
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令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が定める単価等の見直し①

〇 令和３年度からの総合事業における国が定める単価や人員等の基準については、令和３年度介護報酬改

定における趣旨や内容を踏まえ、一部見直しを行う（介護給付等に準じた取扱いとする。）。

〇 総合事業の単価については、これまで国が具体的な上限を定めてきたが、令和３年度からは、国が定め

る単価を勘案して市町村が定めることとする。

訪問型・通所型サービス共通事項

１．感染症や災害への対応力強化

〇 介護サービス事業者に、感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求める観点から、委員会の開

催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等を義務づける。その際、３年の経過措

置期間を設けることとする。★

○ 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築する観

点から、介護サービス事業者を対象に、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレー

ション）の実施等を義務づける。その際、３年間の経過措置期間を設けることとする。★

２．自立支援・重度化防止の取組の推進（介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進）

〇 介護サービスの質の評価と科学的介護の取組を推進し、介護サービスの質の向上を図る観点から、

CHASE・VISITを活用した計画の作成や事業所単位でのPDCAサイクルの推進、ケアの質の向上の取組を推奨

する。

※★は介護予防ケアマネジメントにも適用されるもの

別添資料２

３．介護人材の確保・介護現場の革新

〇 介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算の算定要件の一つである職場環境等要件につい

て、介護事業者による職場環境改善の取組をより実効性が高いものとする観点から、以下の見直しを行う。

ア 職場環境等要件に定める取組について、職員の離職防止・定着促進を図る観点から、以下の取組がよ

り促進されるように見直しを行うこと。

・ 職員の新規採用や定着促進に資する取組

・ 職員のキャリアアップに資する取組

・ 両立支援・多様な働き方の推進に資する取組

・ 腰痛を含む業務に関する心身の不調に対応する取組

・ 生産性の向上につながる取組

・ 仕事へのやりがい・働きがいの醸成や職場のコミュニケーションの円滑化等、職員の勤務継続に資

する取組

イ 職場環境等要件に基づく取組の実施について、当該年度における取組の実施を求めること。

〇 介護職員等特定処遇改善加算について、リーダー級の介護職員について他産業と遜色ない賃金水準の実

現を図りながら、介護職員の更なる処遇改善を行うとの趣旨は維持した上で、小規模事業者を含め事業者

がより活用しやすい仕組みとする観点から、平均の賃金改善額の配分ルールについて、「その他の職種」

は「その他の介護職員」の「２分の１を上回らないこと」とするルールは維持した上で、「経験・技能の

ある介護職員」は「その他の介護職員」の「2倍以上とすること」とするルールについて、「より高くす

ること」とする。

令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が定める単価等の見直し②

訪問型・通所型サービス共通事項

－ 47 －



〇 介護現場において、仕事と育児や介護との両立が可能となる環境整備を進め、職員の離職防止・定着促

進を図る観点から、各サービスの人員配置基準や報酬算定について、以下の見直しを行う。★

・ 「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用する場合に加

えて、介護の短時間勤務制度等を利用する場合にも、週30時間以上の勤務で「常勤」として扱うことを

認める。

・ 「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、

週30時間以上の勤務で常勤換算での計算上も１（常勤）と扱うことを認める。

・ 人員配置基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・介護

休業等を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員を常勤換算することで、人員配置基準

を満たすことを認める。

この場合において、常勤職員の割合を要件とするサービス提供体制強化加算等の加算について、産前産

後休業や育児・介護休業等を取得した場合、当該職員についても常勤職員の割合に含めることを認める。

〇 介護サービス事業者の適切なハラスメント対策を強化する観点から、男女雇用機会均等法等におけるハ

ラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえつつ、ハラスメント対策を求めることとする。★

４．介護人材の確保・介護現場の革新

〇 運営基準や加算の要件等において実施が求められる各種会議等（利用者の居宅を訪問しての実施が求め

られるものを除く）について、感染防止や多職種連携の促進の観点から、以下の見直しを行う。★

・ 利用者等が参加せず、医療・介護の関係者のみで実施するものについて、「医療・介護関係事業者に

おける個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び「医療情報システムの安全管理に関するガイド

ライン」等を参考にして、テレビ電話等を活用しての実施を認める。

令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が定める単価等の見直し③

訪問型・通所型サービス共通事項

〇 利用者の利便性向上や介護サービス事業者の業務負担軽減の観点から、政府の方針も踏まえ、重要事項

説明書等における利用者等への説明・同意について、以下の見直しを行う。★

ア 書面で説明・同意等を行うものについて、電磁的記録による対応を原則認めることとする。

イ 利用者等の署名・押印について、求めないことが可能であること及びその場合の代替手段を明示する。

とともに、様式例から押印欄を削除する。

〇 介護サービス事業者の業務負担軽減やいわゆるローカルルールの解消を図る観点から、運営規程や重要

事項説明書に記載する従業員の「員数」について、「○○人以上」と記載することが可能であること及び

運営規程における「従業者の職種、員数及び職務の内容」について、その変更の届出は年１回で足りるこ

とを明確化する。★

○ 介護サービス事業者の業務負担軽減やいわゆるローカルルールの解消を図る観点から、介護サービス事

業者における諸記録の保存、交付等について、適切な個人情報の取り扱いを求めた上で、電磁的な対応を

原則認めることとし、その範囲を明確化する。★

○ 記録の保存期間について、他の制度の取り扱いも参考としつつ、明確化を図る。★

○ 介護サービス事業者の業務負担軽減や利用者の利便性の向上を図る観点から、運営規程等の重要事項に

ついて、事業所の掲示だけでなく、閲覧可能な形でファイル等で備え置くこと等を可能とする。★

令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が定める単価等の見直し➃

訪問型・通所型サービス共通事項
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５．制度の安定性・持続可能性の確保

〇 同一建物減算の適用を受ける利用者の区分支給限度基準額の管理については、当該減算を受ける者と受

けない者との公平性の観点から、減算の適用前（同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合）の単

位数を用いることとする。

○ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）について、上位区分の算定が進んでいることを踏まえ、廃止す

る。その際、令和３年３月末時点で同加算を算定している介護サービス事業者については、１年の経過措

置期間を設けることとする。

〇 サービス付き高齢者向け住宅等における適正なサービス提供を確保する観点から、事業所と同一の建物

に居住する利用者に対してサービス提供を行う場合には、当該建物に居住する利用者以外に対してもサー

ビス提供を行うよう努めることとする。また、事業所を市町村等が指定する際に、例えば、当該事業所の

利用者のうち一定割合以上を当該事業所に併設する集合住宅以外の利用者とするよう努める、あるいはし

なければならない等の条件を付することは差し支えないことを明確化する。

６．その他

〇 全ての介護サービス事業者を対象に、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の観点から、虐待の発生又は

その再発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めることを義務づける。

その際、３年の経過措置期間を設けることとする。★

〇 地域区分について、令和３年度報酬改定後の介護給付の訪問介護及び通所介護の地域区分の１単位当た

りの単位を用いる。（別紙参照）★

〇 新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価として、令和３年９月末までの間、基本報酬

に0.1％上乗せする。★

令和３年度介護報酬改定を踏まえた介護予防・日常生活支援総合事業において国が定める単価等の見直し⑤

訪問型・通所型サービス共通事項
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